教育の情報化に対応した新しい学習形態の構築に向けて

（教育の情報化推進事業）
学校へのコンピュータ整備が計画的に進むなか、文部省の「情報化の進展に対応した初等中等教育における情報教育の推進等に関する調査研究協力者会議」において情報化の方向、課題、推進策の検討が行われてきた。そうした中、平成９年１月に教育改革プログラム（平成１０年４月改訂）が政府の行動計画として発表され、情報教育の更なる推進が政府の方針として掲げられた。海外においても情報化は国の競争力の源泉となるものと捉え、将来の国を担う人材の育成という観点から学校教育の情報化を国家的規模で推進している。

一方学校の情報化は、通産省が文部省の協力のもとで行ってきた１００校プロジェクト等が行われ教育現場での情報技術を活用した教育の可能性を実証してきたが、インターネットに接続している学校数も３８００校（平成１０年３月現在）を越えるなど、学校におけるインターネットが試行期から普及期に入ってきていた。また、平成１１年度末を目処に学校へのコンピュータの整備に関する整備計画が進められると共に、平成１３年度末までに全ての中学校、高校、平成１５年までに全ての小学校がインターネット接続するように計画が進められてきた。（現在は、小学校も平成１３年度末にインターネット接続されるように計画が変更されている）

そこで全国の全ての公立学校（４万校）がインターネットに接続することを視野に入れた取り組みが必要となるが、そのために、新１００校プロジェクトで実施したような地域の学校や住民全体による取り組み、指導者の育成等の周囲の環境まで含んだ体制の整備を行う必要があった。また、大学等の高等教育においても、専門性が多様化してきており、高度な専門講義の充実や情報産業の高度化に向けた人材育成が必要であった。また、社会全体の情報化を図るためには学校の情報化、企業の情報化により全てがカバーできるわけではない。地域住民の情報化も重要な要素である。全ての生活者が情報技術にふれる機会が増えてきていることから、生涯教育等で住民の情報活用能力向上も図っていく必要がある。

よって、通商産業省では、本格的な教育の情報化推進のに向けて「情報学習サポート事業」と「情報化教育モデル学習システム開発事業」を文部省と連携を取りながら実施している。

「情報学習サポート事業」は、情報化の裾野を広げるプロジェクトであり、地域住民、指導者等の情報リテラシーの育成を図るものである。この事業は、他の学校や地域が参考にできるモデルとなるプロジェクトに数多く取り組むことにより、今後情報化に取り組む地域や学校の情報化を容易にするものである。「情報化教育モデル学習システム開発事業」では、これまでの１００校プロジェクトに引き続き先進的な技術を使った新たな教育への取り組みを行うとともに情報化に伴う新たな教育形態の模索を行うものである。そしてこの実践結果は、情報教育に取り組む全国の学校に適宜反映させ全体の高度化を図っていくものである。

上記２つのプロジェクトを合わせて「教育の情報化推進事業」と総称し、通商産業省及び情報処理振興事業協会（ＩＰＡ）は、平成１０年度の第一次補正予算事業として平成１０年７月から９月まで公募を受け付けたところ、全国から３８７件の応募があり、技術的な先進性や継続発展性等を基準に６３件の採択候補を選定した。これらは平成１２年３月を目標に開発が進められており、開発が完了したものから教育現場への展開が図られていく予定である。

これらのプロジェクトは、学校や地域において、個人が共に愉しみながら連携・共同して学習するネットワークの構築につながるものであり、今後の教育分野の情報化の推進に役立つの方向性として、「ラーニング・ウェブ・プロジェクト（Learning Web Project）」と名付けて、推進することとしたい。






















